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はじめに 

本工事は、新潟市南区獺ヶ通地内を通過する道路

改良工事である。信濃川、中ノ口川に挟まれた低地に

位置しており、それらの河道の変遷により発達した

自然堤防と氾濫原、後背湿地などの地形が複雑に分

布する。施工場所は氾濫原に属し、約 14m の軟弱層

上に 10m 程度の盛土が計画され、軟弱地盤対策とし

て、粉体噴射攪拌工法（DJM 工法）による地盤改良を

行う。地盤改良範囲には農業用水パイプライン及び

民家が近接しており、それらへの影響を把握するた

めに地表面変位の測定を行った。 

 

１．工事概要 

 軟弱地盤対策は、DJM 工法にて盛土基礎地盤全面の

改良を行う。改良体はφ1000mm、改良深度 14ｍで軟

弱層の全層を改良する。改良強度はquck=850kN/m2で

あり、改良体上部にジオテキスタイル（T=50kN/m）を

2 層設置する計画である。 

（図-1） 

 

図-1 標準断面図  

 

  DJM 施工範囲に近接する構造物は、農業用水パイ

プライン(道路法線平行部：改良体中心から 2.3ｍ

程度、道路法線直角部：改良体中心から 3.5ｍ程度)

と、獺ケ通団地民家(敷地境界 12.5m 程度、建物

17.5ｍ程度）である。（図-2） 

２．測定目的 

（１）近接構造物への影響の低減 

  軟弱地盤中に深層混合処理工を施工すると地盤

内に改良材が投入されることにより周辺地盤に

変形が生じる。この変形による近接構造物への

影響を低減するため、近接箇所の施工に先立ち

近接していない場所で、構造物に対する施工方

向による周辺地盤への影響の変化を確認し、変

位抑制に効果的な施工方向を検証する事を目的

とする。 

図-2 施工平面図 

 

（２）既存文献の検証 

一般的に、深層混合処理工の周辺地盤影響範

囲は『陸上工事における深層混合処理工法設

計･施工マニュアル改訂版』に記載されている

ように、離隔距離Ｘと改良深度Ｌの比がＸ/Ｌ

＝1.0 程度で改良下端からの影響角θ=45°程度

と考えられている。さらに施工順序と変位の関

係が示されており、この関係性について検証す

る。 
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３．測定計画 

（１）測定方法 

測点は近接する構造物との隔離距離を勘案し、DJM

改良体中心から 3m、7m、12m、17m の位置に地表面変

位測定杭を設置し、貫入完了～造成中～造成完了ま

での鉛直変位および水平変位を測定する。 

 地盤改良の施工方向に対して、直角方向測線と平

行方向測線において、測定誤差等を考慮し、それぞれ

2 測線設置し測定を行う。（図-3） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 図-3 変位杭測定断面図 

①「対象構造物と平行方向に施工しながら離れるよ

うに施工する方法」 

図-4 A 範囲に示すように、施工方向に対して直

角方向に測線を設置する。測線直角方向は測線より

6 本(3セット)手前の改良開始時から、測線より 6

本(3セット)過ぎた改良終了時まで測定を行う。測

線方向は、測点から 4 列（4 セット）完了した位置

まで測定を行う。 

図-4 A 範囲 

②「対象構造物と直角方向に離れるように施工する

方法」 

図-5 B 範囲に示すように、施工方向に対して平行

方向に測線を設置する。測線直角方向は測線より 4

本手前の改良開始時から、測線より 4 本過ぎた改良

終了時まで測定を行う。測線方向は、測点から 8 列

（4 セット）完了した位置まで測定を行う。 

図-5 B 範囲 

４．測定データ 

（１）施工方向別最大変位 

【A 範囲】 

 ①鉛直変化について 

・貫入完了～造成中～造成完了まで測定した結果 

貫入完了時の変位が大きい。 

・最大鉛直変位量は測点 DA3-1 における A8-4,15 

と A8-16,17 の貫入完了時の 20mm であった。 

・施工位置が測点から離れるに従い変位量は減少 

する。 

・地盤改良位置が測線に接近すると変位が増加し 

改良位置が測線を通過後は減少する。 

②列毎施工時の鉛直変位について 

・列毎施工時の最初と最後の変位量を比較すると 

A7 列施工時変位 20mm A8 列施工時変位 13mm 

  A9 列施工時変位-8mm A10 列施工時 5mm となり 

測点から離れるにしたがい累積変位量は減少す 

る。 

      グラフ-1 A 範囲鉛直変位 

 

③水平変化について 

・施工の進行に従い増加している。 

・最大変位量は測点 DA3-2 の A9-17,18 の造成完了

時で 21mm となった。 

・測線から施工位置が離れるに従いと変位量は減 

少する。（A9-19,20 以降の施工） 

・測線に施工位置が接近した時に変位が増加する。 

④列毎施工時の水平変化について 

・列施工時の最初と最後の変位量を比較してみる 



と 7 列施工時 12mm、8 列施工時 8.5mm、 9 列施 

工時 8.5mm ,10 列施工時-4mm となり、測点から 

離れるにしたがい累積変位量は減少傾向となっ 

た。 

グラフ-2 A 範囲水平変位 

 表-1 A 範囲造成完了時測定結果 

【B 範囲】 

①鉛直変化について 

・貫入完了～造成中～造成完了の各施工段階にか 

かわらず変位が発生している。 

・最大鉛直変位量は測点DA3-1におけるA22-15,16 

と A22-17,18 の造成完了時で最大変位量時 15mm 

である。 

・改良施工範囲から離れた測点では変位量が小さ 

い。 

・施工位置が測線に接近する時に大きな変位が発 

生する。（A16 列から A19 列） 

②列毎施工時の鉛直変化について 

・列施工時の最初と最後の変位量を比較してみる 

と A13 列～A22 列すべてにおいて、施工位置が測 

点に接近したときに変位が増加し、測点から離 

れると変位は減少傾向となる。 

グラフ-3 B 範囲鉛直変位 

③水平変化について 

・施工の進行に従い、変位が増加する。 

・最大変位量は、測点 DA3-2 における A21-17,18 

の貫入完了時、造成中で 13mm 

・施工位置と測点との距離の変化には関係なく 

、変位は一様に増加する。 

④列毎施工順序の水平変化について 

・列毎の最初の改良体施工時と最後の改良体施工時 

の変位量は、A13 列～A22 列すべてにおいて変位 

量の差は 5mm 程度であった。 

・9 列施工時最大変位 8.5mm ,10 列施工時最大-4mm 

測点の離隔に関係なく累積増加している。 

グラフ-4 B 範囲水平変位 

 表-2 B 範囲造成完了時測定結果 

（２）施工段階における変位ベクトル 

【A 範囲】 

①改良施工方向に対する変位について 

 

グラフ-5 A 範囲測点別水平変位 



・A 範囲測点別水平変位グラフにおいて、改良施工位 

置が測線を通過するまでは、改良施工方向に変位 

が増加しているが、施工位置が測線を通過した後 

水平変位は減少する。 

【B 範囲】 

①改良施工方法に対する変位について 

グラフ-6 B 範囲測点別水平変位 

・上記 B 範囲測点別水平変位グラフにおいて、改 

良施工位置と変位の方向について、明確な特性 

は見られない。 

５．結果の考察 

（１）変位抑制に効果的な施工方向 

A 範囲の最大変位は、鉛直 20mm 水平 21mm 、B範 

囲の最大変位は鉛直 15mm 水平 13mm となり、測線 

に平行に施工を行う場合が 30%程度の変位の低減 

効果があることが確認された。よって、今後の施工 

において変位抑制に効果的と判断される「対象構 

造物から離れるように施工する方法」で施工する 

ことが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 施工状況全景 

 

（２）既存文献の検証について 

既存文献に記載されている「離隔距離Ｘと改良 

 深度Ｌの比がＸ/Ｌ＝1.0 程度で改良下端からの影 

響角θ=45」について、「測線と平行に施工する方 

法」おいては改良体からの距離が 17m において鉛 

直変位・水平変位とも 5mm 以下となり、影響が及 

ぶ範囲は概ね 45°の範囲であることが確認できた。 

（３）その他 

B 範囲において、測点に最も近い施工位置列のデ 

ータを抽出し、A 範囲の測定成果と比較すると、A 

範囲より変位低減効果が得られた要因としては、A 

範囲と B 範囲の施工時間の間隔の違いが上げられ 

る。A 範囲については、次工程にて隣の改良体の施 

工を行うが、B 範囲については、1列施工を完了し 

て次の列の先頭改良体を施工する為、隣接する改 

良体と約 1日程度の時間経過がある。施工時間の 

間隔を確保する事も変位抑制効果になると考えら 

れる。 

A 範囲         B 範囲 

表-3 水平変位換算結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 新潟市大橋監督員測定 
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